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平成２８年度当初予算（案）
平成２８年２月４日

１．当初予算(案)の概要

一般会計予算額 721,638,000千円
（Ｈ27当初予算比 ＋5,672,000千円 ＋0.8％の増）

【参考】※Ｈ27予算額 ：715,966,000千円 ＋5.0％

※Ｈ26予算額 ：681,587,000千円 ＋2.3％

※Ｈ25予算額 ：666,387,000千円 ＋0.2％

（１）歳 入 関 係
・県税収入 ２,４９０億円 (Ｈ27 2,360億円 ＋ 5.5%)
※税制改正等の影響を除くと、実質的な県税の対前年比は４４億円の増

・地方消費税清算金 ６８８億円 ( 〃 703億円 ▲ 2.1%)
・地方交付税 １,２５６億円 ( 〃 1,268億円 ▲ 0.9%)
・県債発行額 ９２１億円 ( 〃 938億円 ▲ 1.8%)

臨時財政対策債 ３９５億円 ( 〃 476億円 ▲17.0%)
退職手当債 ５０億円 ( 〃 － 皆増 )
通 常 債 ４７６億円 ( 〃 462億円 ＋ 3.0%)

・財政調整･減債基金繰入金 ２１１億円 ( 〃 168億円 ＋25.6%)
・その他繰入金 １０９億円 ( 〃 156億円 ▲29.7%)
・県債依存度 １２.８％ ( 〃 13.1%)
（ 通常債の県債依存度 ６.６％ ( 〃 6.5%) ）

（２）歳 出 関 係
・人 件 費 ２,２８０億円 (Ｈ27 2,284億円 ▲ 0.2%)

退職手当 ２２６億円 ( 〃 222億円 ＋ 1.8%)
退職手当除き ２,０５４億円 ( 〃 2,062億円 ▲ 0.4%)

・公 債 費 １,０７４億円 ( 〃 1,063億円 ＋ 1.1%)
・社会保障関係費 ９２２億円 ( 〃 897億円 ＋ 2.8%)
・公共事業費 ８３６億円 ( 〃 859億円 ▲ 2.7%)

・補助公共 ２３７億円 ( 〃 243億円 ▲ 2.5%)
・単独公共 ５９９億円 ( 〃 616億円 ▲ 2.7%)

交付金事業 ３６０億円 ( 〃 367億円 ▲ 1.9%)
純単独事業 ２３９億円 ( 〃 249億円 ▲ 4.0%)

（３）県債残高見込（臨時財政対策債除き）
・Ｈ２８年度末 ６,７５６億円(Ｈ27年度末 6,893億円 ▲137億円)
※ 臨時財政対策債も含む場合

１兆２,０１２億円(Ｈ27年度末 1兆2,014億円 ▲2億円)
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２．予算編成に当たっての背景

◎ 我が国経済の最近の動向
我が国の景気は、このところ一部に弱さもみられるが、緩やかな回復基調が続いている。

先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩や

かな回復に向かうことが期待される。ただし、アメリカの金融政策の正常化が進むなか、

中国を始めとするアジア新興国等の景気が下振れし、我が国の景気が下押しされるリスク

がある。こうしたなかで、金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。

◎ 本県経済の状況
県内経済の状況は、緩やかな回復基調にある。生産及び輸出は、輸送用機械が北米需要

の好調を背景に、高水準が続いており、全体としては、横ばい圏内の動きとなっている。

設備投資は、基調としては緩やかに増加しており、住宅投資も緩やかに持ち直している。

個人消費は、雇用・所得が緩やかに改善するもとで、総じて見れば底堅く推移している。

県内の雇用情勢は、引き続き堅調な動きを示しており、平成２７年１２月の有効求人倍

率は、１.２７倍となっている。

◎ 本県の財政状況
県税収入については、自動車関連産業が好調な中で、地方消費税が好調であることなど

から、平成２７年度は、現計予算額を上回る、２,４３５億円程度を確保できる見通しと

なっている。平成２８年度についても、好調な企業業績や給与所得の増加などにより、法

人の事業税や個人の県民税の増収などが見込まれることから、税制改正の影響も加味し、

２,４９０億円程度と見込んだところである。

一方で、平成２８年度の地方財政対策によれば、臨時財政対策債を含めた実質的な交付

税が大きく減額となり、税制改正の影響で、地方法人特別譲与税の減額も見込まれる。

歳出においても、社会保障関係費や公債費などの義務的経費が増加していることなどか

ら、引き続き、慎重な財政運営を強いられている。

３．予算編成に当たっての基本方針

◎ 基本的な考え方
平成２８年度は、新たな県政の羅針盤となる新総合計画、群馬県版総合戦略のスタート

の年であり、新総合計画の３つの基本目標として予定している、「地域を支え、経済･社会

活動を支える人づくり」、「誰もが安全で安心できる暮らしづくり」、「恵まれた立地条件を

活かした産業活力の向上･社会基盤づくり」の実現に向け、１３の政策を着実に推進して

いく。

回復基調にある県内経済をしっかりと支えつつ、人口減少社会にあっても、すべての県

民が豊かに暮らせる社会づくりに向け、群馬の新しい時代にふさわしい発想へと転換し、

県政のあらゆる分野において、本県の未来の発展を見据えた施策に取り組んでいくことが

重要であり、このような考え方に立って、平成２８年度当初予算「ぐんま創生予算」を編

成した。
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◎予算編成の柱

（１）地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

① 群馬の未来を担う子ども・若者の育成
・ 県立高校の空調設備設置に着手する。現在、ＰＴＡ負担で設置している県立高校につ
いても、平成２９年度から県費での負担に切り替え、生徒の学習環境の改善を図る。

・ 再編整備計画に基づき、富岡高校と富岡東高校、中之条高校と吾妻高校を統合し、平
成３０年４月に新たな高校として開校するため、必要な施設整備に着手する。

・ 選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられたことを踏まえ、学校における「模擬投票」
マニュアルを作成するほか、７月の参議院議員通常選挙に向け、若年層向けの啓発事業
を強化する。

・ いじめや不登校などの未然防止、早期発見・早期対応のため、引き続き全ての小・中
学校及び全ての県立高校にスクールカウンセラーを配置し、相談体制の充実を図る。

② 群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成
・ 特定診療科での医師不足や地域間での医師の偏在を解消するため、地域医療に従事す
る医師のキャリア形成を支援するほか、医師･看護師向け修学資金の貸与や、保育サポ
ーターバンクの運営など女性医師の就労を支援する取組を実施する。

・ 「介護離職ゼロ」に向けた国の補正予算を活用し、新たに、潜在介護人材の呼び戻し
のための貸付制度を設け、介護人材の安定的な確保を図る。

・ 規模拡大を図る認定農業者や新規就農者など、新分野にチャレンジする農業の担い手
を支援する。また、青年の就農意欲の向上と就農後の定着を図るため、新規就農者に給
付金を交付する。

③ 交流・移住・定着促進
・ ぐんま暮らし支援センター（東京有楽町交通会館内）で、相談者に生活の基盤となる
仕事の情報を十分に提供できるよう、新たに「就職相談員」を置き、本県での暮らしに
関する情報と、就職情報を一元的に提供する。
・ 移住希望者に、県内高校などの教育環境等に関する情報を提供するため、「ぐんまの
高校ガイド」を作成する。

・ 若者就職支援センター（ジョブカフェぐんま）の運営を通じて、カウンセリングから
職業紹介、就職後のフォローアップまで、ワンストップによる若者の県内就職や職場定
着を支援する。

・ 若者の県内へのＵ・Ｉターン就職を支援するため、首都圏及び県内の大学等で構成す
るＵ・Ｉターン就職支援協力校制度（Ｇターン倶楽部）を活用し、首都圏や県内におい
て、群馬の企業を知るセミナーや合同企業説明会などを実施する。

④ 家族の理想実現
・ 社会全体で結婚を応援する機運を醸成するため、企業等の協力の下、新婚夫婦等が、
協賛店舗で提示すると特典サービスを受けられる結婚応援パスポート制度を新たに実施
する。また、商工会議所等の民間団体が行う結婚支援活動を支援する。

・ 子育て世帯の経済的負担を軽減するため、中学校卒業までの子ども医療費の無料化や、
第３子以降の３歳未満児の保育料無料化を継続して実施する。

・ 従業員が仕事と家庭を両立しながら働くことができる職場環境づくりに取り組む企業
の認証や「ジョブカフェ・マザーズ」の運営など、働く女性を総合的に支援する。

⑤ 多様な人材の活躍応援
・ 障害者就労サポートセンターの体制を強化し、引き続き関係機関と連携し、障害者の
就職先の開拓や職場定着を図る取組を実施する。また、新たに、生きがいづくりや生活
の安定等を図るため、県立特別支援学校を拠点として週末活動を支援する。

・ 高等部のある特別支援学校の生徒の一般就労率を向上させるため、就労支援員を継続
して配置するとともに、企業採用担当者向けの学校見学会の内容を充実させる。

・ シニア就業支援センターを運営し、中高年齢者に特化した、職業紹介、地域活動など
に関する情報提供や相談事業を、引き続き推進する。

・ 沼田地域において未整備の高等部を整備するとともに、小中学部の教室不足を解消す
るため、小中高一体の新校舎の建設事業に着手する。
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（２）誰もが安全で安心できる暮らしづくり

① 安心な暮らし実現
・ 地域の防災力の向上を図るため、自主防災組織のリーダーや、リーダーを継続してサ
ポートすることができる人材を育成するため、新たに、「ぐんま地域防災アドバイザー」
を養成する。

・ 救急医療のさらなる充実を図るため、県内全域の高度急性期医療を担う前橋赤十字病
院の新築移転整備に対し補助を行う。

・ 振り込め詐欺等を根絶するため、高齢者の子ども世代を対象に、声かけや通報等のノ
ウハウを学んでもらう講座を開催するほか、高齢者向けの体験型研修などを実施する。

・ 頻発するゲリラ豪雨や大型化する台風による災害の未然防止や被害軽減を図るため、
ソフト・ハード両面からの治水対策や土砂災害対策を推進する。

・ 警察官を２０人増員するとともに、検挙活動を強化する。また、信号機の新設･ＬＥ
Ｄ化、老朽化した信号柱の更新などの交通安全施設整備を推進する。

・ ＪＲ高崎駅周辺の大型集客施設整備計画に伴う、来訪者の増大や治安情勢の変化に対
応するため、高崎警察署高崎駅西交番を新築整備する。

② 医療・福祉連携による優しいぐんま推進
・ 生活困窮者の自立等を支援するため、相談員を増員するとともに、生活困窮家庭の子
どもへの学習支援を新たに実施する。

・ 骨髄移植率の向上を図るため、市町村と協力して、新たに、ドナーに対する助成制度
を実施する。

・ 地域包括ケアシステムの構築に向け、地域密着型特別養護老人ホームの整備を進める
とともに、第６期高齢者保健福祉計画に基づき、社会福祉法人が実施する特別養護老人
ホームの施設整備等に対し補助する。

・ 暴言・暴力によらないしつけ方法を普及させるため、子育て講座トレーナーを養成す
るなど、児童虐待対応の強化を図る。

・ 中小企業の人材育成や離転職者の就職を支援するため、産業技術専門校が主体となっ
て、女性や正規雇用を目指す若者向けや、人手不足対策が必要な建設や介護などの職業
訓練を実施する。

③ 優れた群馬の環境の保全・継承
・ 太陽光発電の普及促進のため、住宅用太陽光発電設備や蓄電池の設置の導入に対する
低利の融資制度を新設する。

・ ラムサール条約湿地に登録された「芳ヶ平湿地群」への来訪者が、安心して貴重な自
然環境を体験できるよう、歩道や案内標識を再整備する。また、環境学習に関するシス
テムづくりに取り組む。

・ イノシシやシカなどの有害鳥獣による農林業被害を軽減するため、鳥獣被害対策支援
センターが中心となり、農林漁業者が効果を実感できる対策を推進する。また、カワウ
の捕獲について、新たな手法（シャープシューティング）を導入する。

・ 汚水処理人口普及率の向上を目指して、市町村が実施する汚水処理施設整備事業に対
する補助を実施するとともに、個人が行う流域関連公共下水道への排水設備工事に対し
て、継続して、市町村と連携し補助を行う。

④ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化
・ 県内市町村の「地域おこし協力隊」の募集情報を一括して発信するとともに、県内隊
員の情報交換会や研修会などを実施する。また、新たに、都内での活動発表会や、お試
しでの協力隊員受入事業を実施し、県内への受入れ、定着をより一層進める。

（３）産業活力の向上・社会基盤づくり

① 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略
・ 本県の優れた拠点性を活かして、県内産業のさらなる発展や新たな産業の創出、若者
や女性の雇用創出を図るため、コンベンション施設の整備に向け、基本設計や埋蔵文化
財調査などを行う。また、コンベンションビューローを設置するとともに、コンベンシ
ョン建設基金を積み増す。
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・ 中小企業に対し、経営と技術の支援をワンストップで行うため、県産業支援機構を産
業技術センター内に移転して、「中小企業支援センター」を設置するとともに、引き続
き、医療・ヘルスケア産業など、次世代産業の振興に取り組む。

・ 農畜産物等の販路拡大を推進するため、各国の輸入規制の動向に応じた輸出拡大策を
展開するほか、新たに、他県と連携して、ベトナムのショッピングモールにアンテナシ
ョップを出店する。

・ 商工団体や農林業者など様々な関係者と連携した観光地域づくりを進めるため、県観
光物産国際協会を主体にＤＭＯを設立する。また、市町村単位での設立を支援する。

② 群馬の産業の強みを活かす戦略
・ 「林業県ぐんま」への飛躍を目指し、高性能林業機械等の導入を支援するほか、バイ
オマス発電へ供給する低質材の集荷施設の整備に対し補助を行う。

・ 本県蚕糸業を産業として継承していくため、県産繭・生糸の流通促進や市場拡大など
に取り組むほか、国の稚蚕共同飼育所再編の動きにあわせ、拠点となる県内２カ所の施
設整備を支援する。

・ 「ぐんまの農畜産物」としての知名度アップを図るため、関係者と協力して、新たに、
統一ロゴマークの作成に取り組む。

・ ＴＰＰ協定の発効を見据え、関係事業者が連携・結集した地域ぐるみの高収益型畜産
体制の構築を進めるため、地域の中心的な畜産経営体等の施設整備を支援する。

・ 円安による原材料高などにより引き続き厳しい経営環境にある中小企業に対し、制度
融資により金融面から支援を行うほか、商工会、商工会議所及び県産業支援機構による
経営相談など、きめ細かな支援を行う。

・ 千客万来支援事業により、市町村や観光協会、商工関係団体が行う地域での観光振興
事業を支援するほか、東京オリンピック・パラリンピックを見据えた外国人観光誘客、
近隣県との連携による広域的な周遊観光ルートのＰＲなどに取り組む。

③ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ
・ 上野三碑のユネスコ世界記憶遺産登録を確実なものとするため、関係機関と連携し、
機運醸成やＰＲ、他国から登録についての支持を得るための取組を推進する。

・ 本県の優れた自然環境を生かした、上信越県境の稜線トレイルコースの整備や活用に
向けて、関係機関との検討を進めるほか、モニターツアーを開催するなど、ＰＲを行う。

・ 平成２７年度に引き続き、「ぐんまマラソン」として、フルマラソンを開催する。

④ 群馬の未来を支える社会基盤づくり
・ 北関東自動車道の全線開通による県内高速交通網の効果を最大限に活かすため、高速
道路へのアクセス道路となる｢７つの交通軸｣を、引き続き重点的、計画的に整備する。

・ 本年本体工事に着工した八ッ場ダムについては、政府予算案に計上された本体工事費
にあわせ、国直轄事業負担金を予算計上するとともに、生活再建に向けた事業を着実に
推進する。
・ 地域の重要な移動手段であるバスや鉄道の維持･活性化を引き続き進める。鉄道利用
の促進及び地域活性化を図るため、県、沿線市町、鉄道事業者が協力して、スロープ設
置やトイレ設置などの駅及び駅周辺整備を推進する。

（４）県政改革の推進

・ 今後の県政運営の羅針盤となる「新総合計画」及び、群馬の未来創生に向けた「群馬
版総合戦略」を推進する。

・ 平成３０年度に、県立２大学（女子大学、県民健康科学大学）を公立大学法人による
運営に移行するため、必要となる準備作業に着手する。

・ 県有施設の保有総量を縮減し、効率的・効果的な利活用や保全管理を推進するため、
伊勢崎合同庁舎機能の総合教育センターへの移転など、施設の集約化を実施する。

・ 結婚から出産、子育て、青少年施策をさらに協力に推進するため、「こども未来局」
を発展的に改組し、子ども施策の司令塔的役割を担う「こども未来部」を設置するなど、
新総合計画に掲げる目標の実現に向け、施策を着実に推進するための体制を整備する。
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４. 重 点 項 目

(１)地域を支え、経済・社会活動を支える人づくり

① 群馬の未来を担う子ども・若者の育成 ◇若者就職支援
・私立学校教育振興費補助 ◇ぐんまの高校ガイド作成（新規）
・群馬交響楽団支援
・尾瀬学校 ④ 家族の理想実現
・18歳選挙権の実施に向けた啓発事業の拡充 ・特定不妊治療費助成
・富岡・甘楽地区新高校整備（新規） ・子ども医療費補助
・吾妻地区新高校整備（新規） ・結婚支援（一部新規）
・県立高等学校空調設備整備（新規） ・子ども・子育て支援事業費
・さくらプラン・わかばプラン ・第３子以降３歳未満児保育料免除
・スクールカウンセラー・スクールソーシャ ・働く女性支援
ルワーカー配置

・全国高等学校スキー大会開催（新規） ⑤ 多様な人材の活躍応援
・女性の活躍推進（一部新規）

②群馬の飛躍と地域の安心を支える職業人材の育成 ・障害者の一般就労支援強化（一部新規）
・医師確保対策（一部新規） ・手話施策推進（一部新規）
・介護福祉士修学資金等貸付（一部新規） ・障害者雇用促進強化対策
・新規就農者確保・就農促進対策 ・シニア就業支援センター運営

・沼田特別支援学校整備（新規）
③ 交流・移住・定着促進 ・館林特別支援学校改築
◇ぐんま暮らし支援 ・特別支援学校職業自立推進
◇地域おこし協力隊の活動・定住支援

(２)誰もが安全で安心できる暮らしづくり

① 安全な暮らし実現 ・地域密着型等介護拠点等整備・開設準備経費
・地域防災力パワーアップ支援（一部新規） 補助（地域医療介護総合確保基金）
・振り込め詐欺等根絶対策（一部新規） ・老人福祉施設整備費補助（特別養護老人ホー
・ＤＶ被害者等支援 ム等整備費補助）
・性暴力被害者サポートセンター運営 ・乳児院整備費補助（新規）
・災害に強い県土を築く防災・減災対策 ・児童虐待対応強化（一部新規）
・耐震診断義務付け対象建築物耐震補強補助 ・離職者等再就職訓練
（新規） ・小児医療センター外来棟増改築工事
・警察官の増員
・高崎北警察署（仮称）新設整備 ③ 優れた群馬の環境の保全・継承
・交番・駐在所整備 ・住宅用太陽光発電設備等導入資金（新規）
・特殊詐欺対策 ・芳ヶ平湿地群ワイズユース促進（新規）
・交通安全施設整備 ・生物多様性ぐんま戦略の策定（新規）

・ぐんま緑の県民基金事業
② 医療・福祉連携による優しいぐんま推進 ・有害鳥獣対策（一部新規）
・生活困窮者自立支援（一部新規） ・汚水処理施設整備費補助
・前橋赤十字病院建設事業費等補助 ・八ッ場ダム発電所建設
・障害児者施設整備
・骨髄移植ドナー支援（新規） ④ 地域住民がともに助け合う「地域力」強化
・福祉医療費補助 ・地域調整費
・病床の機能分化・連携推進（地域医療介護 ◇地域おこし協力隊の活動・定住支援（再掲）
総合確保基金）

・在宅要援護者総合支援（介護慰労金支給費
補助）（一部新規）
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(３)産業活力の向上・社会基盤づくり

① 群馬の未来を見据えた経済・雇用戦略 ◇３県連携による先端ものづくり産業支援技術
・コンベンション施設整備推進 力強化（新規）
◇国際戦略の推進 ・千客万来支援
◇ＡＳＥＡＮ向け輸出促進（新規） ◇ググっとぐんま観光キャンペーン
◇農畜産物等輸出促進（一部新規） ◇他県連携による広域周遊観光促進（新規）
・「群馬県中小企業支援センター」の設置(新規)
・企業誘致推進補助金 ③ 豊かな文化・魅力を活かしたイメージアップ
◇ベトナムとの経済交流 ・「ぐんまちゃん」を活用したぐんまのイメー
・航空宇宙産業参入支援（新規） ジアップ
◇医療・ヘルスケア産業振興（一部新規） ・群馬のプロモーション（一部新規）
◇ＭＩＣＥ開催に係るビジネスモデル構築支援 ・文化財保存事業費補助(世界遺産関連）
◇「日本版ＤＭＯ」設立推進（新規） ・世界遺産企画展実施（新規）
◇海外セールスプロモーション ・上野三碑世界記憶遺産登録推進(一部新規)
・産業団地等整備 ・歴史博物館リニューアルオープン（一部新規）

・東国文化周知（一部新規）
② 群馬の産業の強みを活かす戦略 ◇稜線トレイル活用推進（新規）
・林業・木材産業振興 ・市町村有競技別拠点スポーツ施設整備事業費
・低質材集荷システム構築（新規） 補助（新規）
・ぐんまの木で家づくり支援 ・競技力向上対策
・担い手への農地集積・集約化（一部新規） ・スポーツクライミング（リード）施設整備（新規）
・はばたけ「ぐんまの担い手」支援 ・キャンプ地誘致推進（一部新規）
・野菜王国ぐんま・活力ある野菜産地の実現 ・ぐんまマラソン開催
プロジェクト研究（新規） ・敷島公園陸上競技場大規模改修（新規）

・「野菜王国・ぐんま」総合対策（一部新規） ・金井東裏遺跡出土甲着装人骨等調査
・野菜価格安定（野菜生産出荷安定資金造成 ・古墳総合調査・古墳情報発信
費補助）

・蚕糸業継承対策（一部新規） ④ 群馬の未来を支える社会基盤づくり
◇県産農畜産物ブランド力強化対策(一部新規) ・７つの交通軸を強化する道路整備の推進
・畜産競争力強化整備（新規） ・上信自動車道渋川西バイパスの用地取得促進
・酪農競争力強化対策（新規） のための特別会計の活用（新規）
・畜産物価格安定推進（一部新規） ・ステーション整備
・小規模農村整備 ・交通施設バリアフリー化推進
・<中小企業振興資金特別会計> ・八ッ場ダム関連
制度融資（一部新規） ・情報セキュリティ対策の強化（新規）

◇ぐんま新技術・新製品開発推進補助

(４)県政改革の推進
・総合計画・総合戦略推進
・公立大学法人制度移行準備（新規）
・県有施設最適化事業（新規）
・群馬の未来を創生するための体制整備
（組織の見直し）

◇は、国の「地方創生加速化交付金」を活用した事業（平成27年度２月補正に計上）



平成２８年度 平成２７年度

当初予算額 当初予算額

※( )内は構成比 ※( )内は構成比 増減比率
千円 千円 千円 ％

(34.5%) (33.0%)

249,000,000 236,000,000 ＋13,000,000 ＋5.5

(9.5%) (9.8%)

68,800,000 70,300,000 ▲1,500,000 ▲2.1

(4.4%) (4.9%)

32,000,000 35,200,000 ▲3,200,000 ▲9.1

.

(17.4%) (17.7%)

125,600,000 126,800,000 ▲1,200,000 ▲0.9

(0.2%) (0.2%)

1,700,000 1,700,000 － －

(11.2%) (11.6%)

80,986,430 82,839,804 ▲1,853,374 ▲2.2

(12.8%) (13.1%)

92,100,000 93,800,000 ▲1,700,000 ▲1.8

(5.5%) (6.6%)

39,500,000 47,600,000 ▲8,100,000 ▲17.0

(0.7%) (0.0%)

5,000,000 0 ＋5,000,000 皆増

(6.6%) (6.5%)

47,600,000 46,200,000 ＋1,400,000 ＋3.0

(2.9%) (2.3%)

21,100,000 16,800,000 ＋4,300,000 ＋25.6

(1.5%) (2.2%)

10,945,588 15,563,499 ▲4,617,911 ▲29.7

(5.5%) (5.2%)

39,405,982 36,962,697 ＋2,443,285 ＋6.6

(100.0%) (100.0%)

721,638,000 715,966,000 ＋5,672,000 ＋0.8

(53.9%) (52.5%)

自 主 財 源 389,251,570 375,626,196 ＋13,625,374 ＋3.6

(46.1%) (47.5%)

依 存 財 源 332,386,430 340,339,804 ▲7,953,374 ▲2.3

（注）１  計数整理の結果、異動することがあります。

２  構成比は、表示単位未満の四捨五入の関係で、合計額と一致しない場合があります。

３　税制改正等の影響を除くと、実質的な県税の対前年比は４４億円の増             

臨 時 財 政 対 策 債

５．財 源 構 成

対前年比較
区        分 備        考

県 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 交 付 税

地 方 特 例 交 付 金
・

交通安全対策交付金

国 庫 支 出 金

県 債

合 計

内

訳

・｢県税｣､｢地方消費税清算金｣､｢
繰入金｣､｢その他｣の合計

・｢地方譲与税｣､｢地方交付税｣､｢
地方特例交付金｣､｢交通安全対
策交付金｣､｢国庫支出金｣､｢県
債｣の合計

退 職 手 当 債

通 常 債

財 政 調 整 基 金
減 債 基 金
繰 入 金

･財政調整基金  105億円
･減債基金　　　106億円

経 済 危 機 対 策
関 連 基 金 な ど
そ の 他 繰 入 金

・｢諸収入｣､｢使用料･手数料｣､
｢分担金･負担金｣などそ の 他

-８-



平成２８年度 平成２７年度

 当初予算額  当初予算額 備     考

　 ※( )内は構成比 ※( )内は構成比 増減比率
千円 千円 千円 ％

(50.7%) (50.8%)

366,050,543 363,509,772 ＋2,540,771 ＋0.7

(31.6%) (31.9%)

227,988,463 228,441,486 ▲453,023 ▲0.2

(3.1%) (3.1%)

退 職 手 当 22,637,276 22,246,591 ＋390,685 ＋1.8

(28.5%) (28.8%)

退職手当除き 205,351,187 206,194,895 ▲843,708 ▲0.4

(4.2%) (4.0%)

30,625,134 28,765,392 ＋1,859,742 ＋6.5

(14.9%) (14.8%)

107,436,946 106,302,894 ＋1,134,052 ＋1.1

(14.8%) (15.9%)

106,955,541 113,566,409 ▲6,610,868 ▲5.8

(3.3%) (3.4%)

23,666,765 24,269,967 ▲603,202 ▲2.5

(8.3%) (8.6%)

59,901,573 61,590,033 ▲1,688,460 ▲2.7

(5.0%) (5.1%)

交 付 金 事 業 36,001,573 36,688,033 ▲686,460 ▲1.9

(3.3%) (3.5%)

純 単 独 事 業 23,900,000 24,902,000 ▲1,002,000 ▲4.0

(3.2%) (3.9%)

23,387,203 27,706,409 ▲4,319,206 ▲15.6

(27.9%) (27.1%)

201,123,224 194,250,117 ＋6,873,107 ＋3.5

(6.6%) (6.2%)

47,508,692 44,639,702 ＋2,868,990 ＋6.4

(100.0%) (100.0%)

721,638,000 715,966,000 ＋5,672,000 ＋0.8

92,166,828 89,650,548 ＋2,516,280 ＋2.8
・｢扶助費｣＋｢補助費｣
のうちの社会保障関係
費の合計

（注）１ 計数整理の結果、異動することがあります。

      ２ 構成比は、表示単位未満の四捨五入の関係で、合計額と一致しない場合があります。

      ３ H27国補正予算を含むH28年度の公共事業費は、920億円となります。（対前年比＋45億円、+5.2％）

うち、社会保障関係費

合 計

・｢貸付金｣､｢物件費｣､｢
繰出金｣､｢積立金｣など

その他建設事業

補 助 費 等

そ の 他

補 助 公 共 事 業

単 独 公 共 事 業

対前年比較

６．歳出予算の概要（性質別予算額）

義 務 的 経 費

扶 助 費

公 債 費

投 資 的 経 費

区        分

人 件 費

公
　
共
　
事
　
業
　
費

－９－



7,216 億円 ← 7,160 億円

（※）税制改正等の影響を除くと、実質的な県税の対前年比は４４億円の増             

平成２８年度当初予算  財源構成

平成 ２８ 年度 平成 ２７ 年度

100.8%

地方消費税清算金 ６８８億円

地方譲与税 ３２０億円

県 税

２,４９０億円（※）

地方特例交付金・交通安全対策交付金

その他

４１１億円

通 常 債 ４７６億円

財政調整・減債基金繰入金 ２１１億円

その他繰入金 １０９億円

県 債

９２１億円

地方交付税

１,２５６億円

臨時財政対策債 ３９５億円

国庫支出金 ８１０億円

県 債

９３８億円

地方消費税清算金 ７０３億円

地方譲与税 ３５２億円

県 税

２,３６０億円

地方特例交付金・交通安全対策交付金

その他

３８７億円

通 常 債 ４６２億円

財政調整・減債基金繰入金 １６８億円

その他繰入金 １５６億円

地方交付税

１,２６８億円

臨時財政対策債 ４７６億円

国庫支出金 ８２８億円

通 常 債 ４７６億円

退職手当債 ５０億円

－10－



7,216 億円 ← 7,160 億円

平成２８年度当初予算  歳出予算性質別内訳

平成 ２８ 年度 平成 ２７ 年度

100.8%

単独公共事業

５９９億円

公債費 １,０７４億円

退職手当 ２２６億円

退職手当除きの

人 件 費

２,０５４億円

補助公共事業 ２３７億円

交付金事業 ３６０億円

純単独事業 ２３９億円

扶助費 ３０６億円

人件費

２,２８０億円

その他 ４７５億円

補 助 費 等

２,０１１億円

その他建設事業 ２３４億円

単独公共事業

６１６億円

人件費

２,２８４億円

公債費 １,０６３億円

退職手当除きの

人 件 費

２,０６２億円

補助公共事業 ２４３億円

交付金事業 ３６７億円

純単独事業 ２４９億円

扶助費 ２８８億円

その他 ４４６億円

補 助 費 等

１,９４３億円

その他建設事業 ２７７億円

退職手当 ２２２億円

－11－



千円 千円 千円

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 金 332,397 405,898 ▲73,501

・母子・父子家庭や寡婦の方に、
生活の安定・向上のために資金を
貸し付け。

農 業 改 良 資 金 52,277 79,553 ▲27,276
・農業後継者を育成するため就農
支援資金を貸し付け。

県 有 模 範 林 施 設 費 83,038 79,284 ＋3,754
・県で所有している森林の管理、
経営、処分などを運営。

小規模企業者等設備導
入 資 金 助 成 費 595,917 232,981 ＋362,936

・中小企業者が共同して経営基盤
の強化や経営環境の改善に取り組
むための資金を貸し付け。

用 地 先 行 取 得 4,809,141 810,909 ＋3,998,232
・道路や県の施設を整備するため
に必要な土地の購入を実施。

収 入 証 紙 6,339,337 6,581,882 ▲242,545
・県税や使用料、手数料などの収
入に用いる群馬県証紙の発行など
を実施。

林 業 改 善 資 金 424,086 563,802 ▲139,716
・林業経営の開始、林業従事者の
安全の確保等のための資金を貸し
付け。

流 域 下 水 道 事 業 費 8,360,170 10,330,735 ▲1,970,565
・原則２つ以上の市町村にまたが
る流域下水道の建設・管理を県が
実施。

公 債 管 理 90,457,267 89,069,878 ＋1,387,389
・満期一括償還方式である市場公
募債の発行、償還などを実施。

中 小 企 業 振 興 資 金 59,125,830 71,103,264 ▲11,977,434
・中小企業者が有利な条件で金融
機関から融資を受けられる制度を
運営。

新 エ ネ ル ギ ー 3,710 2,157 ＋1,553
・県有施設に設置した太陽光発電
施設の維持・管理を実施。

合 計 170,583,170 179,260,343 ▲8,677,173

備        考

７.特別会計予算の概要

会  計  名
平成２８年度
当初予算額

平成２７年度
当初予算額 対前年比較
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科        　　　　　目

千円 千円 千円

収 入 7,573,446 7,075,466 ＋497,980

支 出 6,899,225 6,522,005 ＋377,220

収 入 2,421,717 2,440,918 ▲19,201

支 出 5,329,896 6,463,823 ▲1,133,927

収 入 2,718,447 2,247,554 ＋470,893

支 出 4,884,687 2,421,152 ＋2,463,535

収 入 355,000 148,516 ＋206,484

支 出 1,573,917 1,346,599 ＋227,318

収 入 7,401,256 7,594,482 ▲193,226

支 出 5,795,808 6,359,771 ▲563,963

収 入 540,785 3,346,000 ▲2,805,215

支 出 7,522,078 7,199,850 ＋322,228

収 入 5,388,076 5,854,416 ▲466,340

支 出 4,605,093 5,577,869 ▲972,776

収 入 2,083,027 1,100,163 ＋982,864

支 出 4,115,900 4,999,804 ▲883,904

収 入 128,176 134,081 ▲5,905

支 出 128,176 134,081 ▲5,905

収 入 111,126 110,832 ＋294

支 出 138,194 138,194

収 入 949,119 996,451 ▲47,332

支 出 779,847 827,542 ▲47,695

収 入

支 出 314,503 500,239 ▲185,736

収 入 27,783,202 27,205,913 ＋577,289

支 出 28,509,167 28,135,202 ＋373,965

収 入 3,659,913 3,513,726 ＋146,187

支 出 4,884,254 4,608,339 ＋275,915

収 入 61,113,290 61,768,518 ▲655,228

合           計 支 出 75,480,745 75,234,470 ＋246,275

病 院
事 業 会 計

収益的
収 支

・各専門分野における高
度医療部門を受け持ち、
心臓血管センター、がん
センター、精神医療セン
ター、小児医療センター
の４病院を運営。

資本的
収 支

合　　　　　　　計

駐 車 場
事 業 会 計

収益的
収 支

・高崎駅西口のウエスト
パーク1000の運営。

資本的
収 支

施 設 管 理
事 業 会 計

収益的
収 支 ・群馬へリポ－ト格納庫

の賃貸、群馬県公社総合
ビルの賃貸及び県営ゴル
フ場の運営。

資本的
収 支

水 道
事 業 会 計

収益的
収 支

・水道用水供給事業及び
その附帯事業並びに水道
用水に関する調査を行う
もので、県央第一、新田
山田、東部地域及び県央
第二の４水道を運営。

資本的
収 支

団 地 造 成
事 業 会 計

収益的
収 支 ・産業団地の用地取得･造

成･分譲、住宅団地の分譲
及びニュータウンの造成･
分譲。

資本的
収 支

電 気
事 業 会 計

収益的
収 支

・発電事業及びその附帯
事業並びに電源開発に関
する調査を行うもので、
水力･火力･風力･太陽光、
合わせて36発電所を稼
働。

資本的
収 支

工業用水道
事 業 会 計

収益的
収 支

・工業用水供給事業及び
その附帯事業並びに工業
用水に関する調査を行う
もので、渋川工業用水道
及び東毛工業用水道を運
営。

資本的
収 支

８．企業会計予算の概要

会　計　名 科   目
平成２８年度
当初予算額

平成２７年度
当初予算額

対前年比較
備　　　考
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